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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第82期

第２四半期
連結累計期間

第83期
第２四半期
連結累計期間

第82期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 58,278 65,437 132,699

経常利益 (百万円) 3,169 3,534 6,385

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,905 2,380 7,294

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 4,149 2,806 8,154

純資産額 (百万円) 23,699 32,038 30,071

総資産額 (百万円) 86,306 90,792 104,395

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 51.34 28.41 95.14

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 27.3 35.2 28.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 12,430 △3,524 14,231

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △201 △465 547

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △9,219 △2,720 △7,019

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 34,870 33,026 39,720
 

 

回次
第82期

第２四半期
連結会計期間

第83期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 21.83 17.16
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

 
 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、変更は

ない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、財政状態及び経営成績の異常な変動等又は前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」について、重要な変更はない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものである。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、地政学的リスクの高まりなど、海外経済の動向には引き続

き留意する必要はあるが、雇用環境や企業業績の改善が続き、国内景気は緩やかな回復基調で推移した。

当社グループの主たる事業である建設業界においては、公共建設投資は堅調に推移し、民間建設投資について

は、企業収益の改善に伴う設備投資や住宅建設の持ち直しなど、一定の水準は維持している。しかしながら、工事

が最盛期を迎える年末・年度末にかけて、資機材価格や労働者不足による労務費の上昇等、引き続き懸念要素も存

在している。

このような状況のもと、当社グループの当第２四半期連結累計期間の受注高は759億８千１百万円で、前年同期

比20.6％の減少、売上高は654億３千７百万円で前年同期比12.3％の増加、売上総利益は69億１千２百万円で前年

同期比7.9％の増加となった。

 
営業利益については35億９千６百万円（前年同期比3.4％の増加）となった。

 経常利益については35億３千４百万円（前年同期比11.5％の増加）となった。

 親会社株主に帰属する四半期純利益については23億８千万円（前年同期比39.1％の減少）となった。

 
セグメントの業績は、次のとおりである。

(建 築)

受注高は650億６千１百万円(前年同期比15.5％減)、売上高は542億８百万円(前年同期比19.9％増)となり、セ

グメント利益は54億７千８百万円(前年同期比12.1％増)となった。

(土 木)

受注高は109億２千万円(前年同期比41.7％減)、売上高は106億４千５百万円(前年同期比14.9％減)となり、セ

グメント利益は12億７千８百万円(前年同期比6.1％減)となった。

 

また、「その他」の事業については、売上高５億８千４百万円(前年同期比7.6％増)、セグメント利益６千１百

万円(前年同期比7.0％減)となった。
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(2) 財政状態の分析

(資 産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べて15.5％減少し、755億９千２百万円となった。これは、受取手形・完

成工事未収入金等が52億７千９百万円減少したことなどによる。

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて1.4％増加し、152億円となった。これは、投資その他の資産のその他

に含まれる投資有価証券が３億４千７百万円増加したことなどによる。

 この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて13.0％減少し、907億９千２百万円となった。

(負 債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて20.0％減少し、508億６千４百万円となった。これは、支払手形・工

事未払金等が92億９千４百万円減少、未払金が71億８千３百万円減少したことなどによる。

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて26.3％減少し、78億９千万円となった。これは、長期借入金が29億２

千２百万円減少したことなどによる。

 この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて20.9％減少し、587億５千４百万円となった。

(純資産)

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて6.5％増加し、320億３千８百万円となった。これは、親会社株主に

帰属する四半期純利益の計上等により、利益剰余金が15億４千２百万円増加したことなどによる。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の減少は、35億２千４百万円(前年同期124億３千万円

の資金の増加)となった。これは主に仕入債務の減少によるものである。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、４億６千５百万円(前年同期２億１百万円

の資金の減少)となった。これは主に有形固定資産の取得による支出によるものである。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、27億２千万円(前年同期92億１千９百万円

の資金の減少)となった。これは主に短期借入金及び長期借入金の返済によるものである。

 

これにより「現金及び現金同等物の第２四半期連結累計期間の末日現在の残高」は、330億２千６百万円(前年同

期比5.3％減)となった。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はない。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費は約１億５百万円であった。

 なお、子会社においては、研究開発活動は特段行われていない。

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループの主たる事業である建設市場の平成29年度建設投資は、政府建設投資・民間建設投資ともに堅調さ

を維持し、引き続き一定の水準で推移すると見込まれる。ただし企業業績に影響を与える、資材・労務の調達価格

の動向には引き続き注視する必要がある。

このような状況の中、当社グループは、引き続き利益重視の「選別受注」と「高品位な作業所管理」の徹底によ

り、安定した業績の確保・維持を目指す。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 293,565,000

計 293,565,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 85,086,293 85,086,293
 東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株である。

計 85,086,293 85,086,293 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はない。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はない。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
― 85,086 ― 9,614 ― 2,165
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(6) 【大株主の状況】

平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％)

立花証券株式会社
東京都中央区日本橋茅場町一丁目

13番14号
4,006 4.71

淺沼組弥生会持株会
大阪市浪速区湊町一丁目２番３号

マルイト難波ビル
3,992 4.69

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 3,775 4.44

あいおいニッセイ同和損害保険

株式会社
東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号 2,544 2.99

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社(信託口)
東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,355 2.77

BNP PARIBAS SECURITIES

SERVICES LUXEMBOURG/JASDEC/

ACCT BP2S DUBLIN CLIENTS-AIFM

(常任代理人 香港上海銀行東京

支店)

33 RUE DE GASPERICH, L-5 826 HOWALD-

HESPERANGE, LUXEMBOURG

(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

2,202 2.59

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社(信託口)
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,943 2.28

淺沼健一 兵庫県宝塚市 1,746 2.05

淺沼組自社株投資会
大阪市浪速区湊町一丁目２番３号

マルイト難波ビル
1,547 1.82

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社(信託口５)
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,479 1.74

計 ― 25,591 30.08
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,312,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

83,345,000
83,345 ―

単元未満株式
普通株式

429,293
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 85,086,293 ― ―

総株主の議決権 ― 83,345 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式880株が含まれている。
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② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社淺沼組

大阪市浪速区湊町

一丁目２番３号

マルイト難波ビル

1,312,000 ― 1,312,000 1.54

計 ― 1,312,000 ― 1,312,000 1.54
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はない。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 39,720 33,026

  受取手形・完成工事未収入金等 42,561 37,281

  未成工事支出金 2,609 1,752

  その他のたな卸資産 ※1  127 ※1  50

  未収入金 2,259 2,186

  その他 2,193 1,354

  貸倒引当金 △59 △60

  流動資産合計 89,411 75,592

 固定資産   

  有形固定資産 4,715 4,685

  無形固定資産 397 401

  投資その他の資産   

   その他 10,541 10,771

   貸倒引当金 △669 △658

   投資その他の資産合計 9,871 10,112

  固定資産合計 14,984 15,200

 資産合計 104,395 90,792

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 31,885 22,590

  短期借入金 8,717 9,673

  未払金 8,805 1,621

  未払法人税等 755 492

  未成工事受入金 7,593 10,022

  完成工事補償引当金 450 493

  工事損失引当金 253 130

  その他 5,152 5,839

  流動負債合計 63,613 50,864

 固定負債   

  長期借入金 6,124 3,201

  退職給付に係る負債 4,376 4,396

  その他 210 291

  固定負債合計 10,710 7,890

 負債合計 74,324 58,754
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 9,614 9,614

  資本剰余金 2,165 2,166

  利益剰余金 16,393 17,936

  自己株式 △142 △143

  株主資本合計 28,032 29,573

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,714 2,945

  退職給付に係る調整累計額 △784 △593

  その他の包括利益累計額合計 1,930 2,352

 非支配株主持分 108 112

 純資産合計 30,071 32,038

負債純資産合計 104,395 90,792
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高   

 完成工事高 57,735 64,853

 その他の事業売上高 543 584

 売上高合計 58,278 65,437

売上原価   

 完成工事原価 51,487 58,096

 その他の事業売上原価 384 428

 売上原価合計 51,871 58,525

売上総利益   

 完成工事総利益 6,248 6,757

 その他の事業総利益 158 155

 売上総利益 6,406 6,912

販売費及び一般管理費 ※  2,927 ※  3,315

営業利益 3,479 3,596

営業外収益   

 受取利息 60 52

 受取配当金 67 70

 持分法による投資利益 11 10

 その他 13 29

 営業外収益合計 152 162

営業外費用   

 支払利息 208 122

 支払手数料 66 78

 為替差損 147 ―

 その他 39 23

 営業外費用合計 461 224

経常利益 3,169 3,534

特別利益   

 固定資産売却益 ― 0

 会員権退会益 ― 0

 その他 0 0

 特別利益合計 0 1

特別損失   

 固定資産除売却損 0 1

 会員権評価損 0 ―

 減損損失 ― 23

 特別損失合計 0 24

税金等調整前四半期純利益 3,169 3,511

法人税、住民税及び事業税 393 373

法人税等調整額 △1,131 753

法人税等合計 △737 1,127

四半期純利益 3,907 2,384

非支配株主に帰属する四半期純利益 1 4

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,905 2,380
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益 3,907 2,384

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △349 231

 退職給付に係る調整額 591 190

 その他の包括利益合計 242 421

四半期包括利益 4,149 2,806

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 4,148 2,801

 非支配株主に係る四半期包括利益 1 4
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 3,169 3,511

 減価償却費 180 192

 減損損失 ― 23

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △185 △10

 工事損失引当金の増減額（△は減少） △106 △122

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 206 294

 受取利息及び受取配当金 △127 △122

 支払利息 208 122

 為替差損益（△は益） 147 △16

 会員権評価損 0 ―

 固定資産売却損益（△は益） ― 0

 売上債権の増減額（△は増加） 19,231 5,279

 未成工事支出金の増減額（△は増加） 2,752 857

 たな卸資産の増減額（△は増加） 7 76

 未収入金の増減額（△は増加） 1,074 72

 仕入債務の増減額（△は減少） △8,549 △9,294

 未払金の増減額（△は減少） △3,029 △6,977

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,257 2,428

 その他 △3,113 704

 小計 13,126 △2,980

 利息及び配当金の受取額 124 119

 利息の支払額 △231 △142

 法人税等の支払額 △589 △520

 営業活動によるキャッシュ・フロー 12,430 △3,524

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △144 △413

 有形固定資産の売却による収入 ― 0

 無形固定資産の取得による支出 △67 △63

 投資有価証券の取得による支出 △4 △4

 貸付金の回収による収入 7 8

 差入保証金の差入による支出 △6 △4

 差入保証金の回収による収入 13 10

 その他 ― 1

 投資活動によるキャッシュ・フロー △201 △465

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △8,000 △1,076

 長期借入金の純増減額（△は減少） △885 △890

 自己株式の純増減額（△は増加） △0 △1

 配当金の支払額 △339 △752

 その他 6 ―

 財務活動によるキャッシュ・フロー △9,219 △2,720

現金及び現金同等物に係る換算差額 △147 16

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,862 △6,694

現金及び現金同等物の期首残高 32,007 39,720

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  34,870 ※  33,026
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ その他のたな卸資産の内訳

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

販売用不動産 85百万円 34百万円

材料貯蔵品 42 16 
 

 

 ２ 偶発債務(保証債務)

下記の連結会社以外の会社に対して保証を行っている。

提出会社施工マンションの売買契約手付金の返済に対する保証

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

㈱今井建設  101百万円 ―
 

 

３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、コミットメントライン契約を締結している。

 当第２四半期連結会計期間末におけるコミットメントラインに係る借入未実行残高等は次のとおりである。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

コミットメントラインの総額 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 10,000 10,000
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

 ※ このうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

従業員給料手当 1,258百万円 1,393百万円

退職給付費用 143 173 

貸倒引当金繰入額 △186 1 
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金勘定 35,020百万円 33,026百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △150 ―

現金及び現金同等物 34,870 33,026
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(株主資本等関係)

 Ⅰ．前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 380 5.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

該当事項はない。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はない。

 

 Ⅱ．当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 837 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

該当事項はない。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はない。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注１)

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)

建 築 土 木 計

売上高        

  外部顧客への売上高 45,226 12,509 57,735 543 58,278 ― 58,278

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― 2 2 △2 ―

計 45,226 12,509 57,735 545 58,281 △2 58,278

セグメント利益 4,886 1,361 6,248 66 6,314
△2,835

(注２)
3,479

 

(注) １   「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでいる。

２   セグメント利益の調整額△2,835百万円には、セグメント間取引消去△０百万円及び各事業セグメントに

配分していない全社費用△2,835百万円が含まれている。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない一

般管理費である。

３   セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損に関する情報

該当事項なし。

 
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注１)

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)

建 築 土 木 計

売上高        

  外部顧客への売上高 54,208 10,645 64,853 584 65,437 ― 65,437

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― 2 2 △2 ―

計 54,208 10,645 64,853 587 65,440 △2 65,437

セグメント利益 5,478 1,278 6,757 61 6,819
△3,222

(注２)
3,596

 

(注) １   「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでいる。

２   セグメント利益の調整額△3,222百万円には、セグメント間取引消去△０百万円及び各事業セグメントに

配分していない全社費用△3,221百万円が含まれている。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない一

般管理費である。

３   セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略している。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

  
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 (円) 51.34 28.41

   (算定上の基礎)    

   親会社株主に帰属する四半期純利益 (百万円) 3,905 2,380

   普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に
帰属する四半期純利益

(百万円) 3,905 2,380

   普通株式の期中平均株式数 (千株) 76,081 83,774
 

(注)   潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

２ 【その他】

 該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月10日

株式会社 淺沼組

取締役会 御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   荒 井   憲 一 郎   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   小   林   雅   史   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社淺沼組

の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成29

年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社淺沼組及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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